
静岡県事業承継・引継ぎ支援センターの活動

～行政・中小企業支援機関等との連携を中心に～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。

令和６年１０月１日

静岡県事業承継・引継ぎ支援センター

統括責任者 清 水 至 亮

中小企業政策審議会 中小企業・小規模事業者政策委本問題小委員会

資料４

長方形



事業承継・引継ぎ支援センターは、① 次世代への事業引継ぎに

関する② 様々な課題解決を支援する ③ 公的相談窓口です。

Ａ．国（経済産業省）が運営する事業で、相談無料です。

Ｂ．後継者の有無にかかわらず、事業承継に関する様々な相談に応じ

ています。

1

Ｃ．静岡にあるセンターの事務所だ

けではなく、県内50ヵ所の商工会、

商工会議所すべてで、毎月相談

会を開催しています。

Ｄ．当事者間だけでなく、金融機関

や取引先、行政等といった関係

者の調整が必要な場合でも、対

応可能です。

作成：清水至亮、無断転載お断りします。

１．引継ぎ支援センター（１）～引継ぎ支援センターとは～



１．引継ぎ支援センター（２）～静岡県の相談体制 2024～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
2



１．引継ぎ支援センター（３）～県内50ヵ所で定例相談会開催～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
3

➢ 県内５０の商工会、商工会議所において、定例的に毎月一回以上予約

制の相談会を開催（相談会は、ほぼ毎日開催されている）

➢ 事業承継スキルの高い中小企業診断士を中心に、相談内容に応じて引

継ぎ支援担当サブマメジャーや税理士、女性経営者の同席も可能

月 火 水 木 金

2 3 4 5 6

浅羽町 奥浜名湖 浜松（M＆A） 磐田市・掛川 浜名

9 10 11 12 13

磐田 浜松（親族内） 湖西市・袋井

16 17 18 19 20

敬老の日 森町
浜松（M＆A）
掛川みなみ

天竜

23 24 25 26 27

振替休日
（秋分の日）

浜北
浜松（親族内）

菊川市・御前崎市

静岡県西部相談会スケジュール（2024年9月）



２．県内の連携体制（１）～静岡県事業承継ネットワーク～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。 4

静岡県を中心に、全県をあげて事業承継支援に取り組んでいる。

公的機関
日本銀行静岡支店、
静岡財務事務所、
日本政策金融公庫静岡支店、
商工中金静岡支店

行政機関
静岡県、
静岡市、浜松市
静岡県産業振興財団

ネットワーク担当

活性化協議会

よろず支援拠点

事業承継計画の策定やＭ＆Ａに
関する支援等が必要な場合

事業承継・引継ぎ支援センター

親族内承継担当
引継ぎ支援担当

親族内・従業員・Ｍ＆Ａなど

2018年度に
県内全ての
市町が加入

「中小企業１１９」など
による専門家派遣



２．県内の連携体制（２） ～連携のコンセプト～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。 5

➢ 地域で効果的な事業承継支援を実施するためには、地域全体を
巻き込んだ取り組みが不可欠（「事業承継推進月間」を実施）

➢ コンセプトは、「地域内で関連するあらゆる団体との連携」を通じた
「より大きな、より細かな網目のネットワーク作り」ではないか

➢ 公的相談窓口の活用 ：静岡県事業承継・引継ぎ支援センターとの
連携（セミナー・相談会の共同開催、個別案件の持ち込みなど）

＜行政関連＞

・都道府県、各市区町村、各外郭団体 など

＜経済団体＞

・商議所、商工会、法人会、税理士会、青色申告会 など

＜そ の 他＞

・金融機関、創業支援機関、報道機関（ＴＶ、新聞など） など



２．県内の連携体制（３）～基礎自治体における取組～

基礎自治体を中心とした連携により、地域における事業承

継支援の拡大強化を図る ⇒ 限定的地域内での取組み強化

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
6

➢特に小規模事業者の後継者 (担い手) 確保には、県内市町

と事業承継・引継ぎ支援センターとの連携により、Ｍ＆Ａ案

件化に加え、後継者人材バンク事業の拡大強化を図る。

➢県内市町が有する連携意向を確認し、ネットワーク構成員と

連携した後継者不在事業主や後継者候補の発掘、マッチン

グなどについて、事業承継・引継ぎ支援センターのノウハウ

を活用して実施する。

＜「プッシュ型事業承継支援強化事業」実施計画書より抜粋加筆 ＞



２．県内の連携体制（４）～静岡県での独自キャンペーン～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
7

今年度も９月を「事業承継推進月間」の集中実施期間として推進。

今年度は、

「事業承継計画」の

策定支援に加え、

「中小企業の成長

につながる事業承

継支援」

活動を行います。



３．Ｍ＆Ａを活用した成長（１）～成長を目指す中小企業支援～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
8

飛躍的な成長を目指す実力ある中小企業への支援の充実

将来的に「100億円企業」を目指す経営者の支援を検討すべき

成長市場 成熟市場（非成長市場）

自力

成長

Ａ: 成長市場型
✓ 市場j規模の拡大を確認でき

る業種業態で事業を行う企業

✓ 成長する市場での活動、ある

いは成長を見極めて進出

Ｂ:独自価値創出型
✓ 市場価値の伸びが確認でき

ない業種業態で事業を行う

企業

✓ 成長市場ではなくても他社

と異なる価値創出を実現

M&A

活用
Ｃ: 成長志向Ｍ＆Ａ型
✓ Ｍ＆Ａ等の組織再編を活用したことが成長に寄与した企業

✓ Ｍ＆Ａ等の実施によるシナジー等を活用して競争優位性を獲得

売上高100億円以上となった企業の成長パターン

「2002年：売上高１～10億円」 「2022年：売上高100億円以上」

中小企業の
グループ化

ポテンシャルの高い中小

企業の子会社化を図り、

グループ一体となった成

長を目指す

① 経営の効率化

② シナジー効果の発揮

③ 親会社の強みの横展開

令和5年8月1日開催「中小企業の経営資源集約化等に関する検討会資料」より抜粋・修正

必ずしも 100億円
にこだわらなくても
良いのでは・・・



作成：清水至亮、無断転載お断りします。 9

静岡「食と宿」M&Aプロジェクト

今年度、静岡県全体で飲食業と宿泊

業に特化した買収提案に注力していく

３．Ｍ＆Ａを活用した成長（２）～どの業種から着手するか～

➢ 成長志向の企業に対して「新規分野への進出の第一歩として、
まず飲食業への進出を検討しませんか」との提案は効果的



９．Ｍ＆Ａを活用した成長（３）～地元食堂の復活～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
10

➢ 後継者不在で一旦廃業した蒲原駅前で唯一の食堂「蒲原館」

➢ ６７年間地域に愛された店舗を引き継いだのは地元建設会社



９．Ｍ＆Ａを活用した成長（４）～地域事業のグループ化～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
11

Ｍ＆Ａを活用した

中小企業のグループ化

◆ 本業の建設関連事業に

加え、自力で新規事業

展開に注力

◆ 加えて後継者不在の地

元事業所を引継ぎ

◆ 自力成長とＭ＆Ａの活

用により、グループ全

体での成長を目指す

スルガノホールディングス㈱ホームページより転載



作成：清水至亮、無断転載お断りします。
12

参 考 資 料



Ⅰ．自治体との連携（１）～静岡県移住相談センター～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
13

静岡県移住相談センター・東京窓口

・有楽町駅前の東京交通会館内にある、NPO法人ふるさと
回帰支援センター内に設置

・移住先でどのような暮らしがしたいか、どのような
場所に住みたいか、仕事はどうするか等、相談者
の希望やお気持ちを聞きながら、主に地域の紹介
を行うほか、各地域の窓口や関連団体の窓口に
お繋ぎをしている。

・静岡県後継者バンクの連携創業支援機関として、
登録＆申し込みの対応も行っている。

・NPO法人ふるさと回帰支援センターの調査で、静岡県は
直近2年で移住希望地ランキング1位を獲得

・就職相談員も常駐するほか、県の窓口の隣に、静岡市窓
口も設置



Ⅰ．自治体との連携（２）～基礎自治体主導のネットワーク～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
14

2018年11月29日：事業承継支援に係る連携協定に調印

2019年4月より、磐田市と市内の商工団体,金融機関,ＪＡ,税理
士会が連携し、事業承継支援ネットワークの運用を開始



15

2024年3月 川根本町事業承継ネットワーク設立！
構成機関は、川根本町、川根本町商工会、島田掛川信金、日本政策金融公庫、

信用保証協会、当センターで、静岡県がオブザーバーとして参加

Ⅰ．自治体との連携（３）～山間部の小規模自治体での取組～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。



Ⅱ．連携の広がり（１）～静岡県を含む農業分野での広域連携～

１．事業承継に関する相談の受付

・農業経営者からの事業承継全般に関する相談の受付

・センター構成員との連携による課題解決に向けた助言

16

２．事業承継実現に向けた支援

・専門家等との連携による具体
的な課題解決に向けた支援

・マッチングや条件調整等の第
三者承継支援への取組み

３．事業承継セミナーへの協力

・農業経営者に対する普及啓
発活動への協力

・センター構成員職員を対象と
した研修等の実施

作成：清水至亮、無断転載お断りします。



Ⅱ．連携の広がり（２）～農業分野での連携支援体制図～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。 17

2020年6月25日：「静岡県農業経営継承サポートセンター」がハブとな

った県内全域をカバーする農業分野の連携支援体制が成立



Ⅱ．連携の広がり（３）～損害保険会社との連携協定調印～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
18

2022年3月25日 静岡県内中小企業の円滑な事業承継実現のため、

東京海上日動火災保険株式会社と静岡商工会議所（静岡県事業

承継・引継ぎ支援センター）が、静岡県の立会いのもと連携協

定を締結



Ⅱ．連携の広がり（４）～生命保険会社との連携協定の調印～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
19

2022年4月20日 静岡県内中小企業の円滑な事業承継実現のため、

アクサ生命保険株式会社と静岡商工会議所（静岡県事業承継・

引継ぎ支援センター）が連携協定を締結



Ⅲ．地域金融機関との連携（１）～金融機関等連絡会～

支援センターと連携する金融機関等がメンバーとなる組織で、次のよ
うな機能を有する。

１．情報共有：個別案件の持込み、案件マッチングの実施

２．教 育：参加金融機関等の行職員を対象に勉強会やセミナー
等を開催し、事業承継に関するスキルアップを図る

作成：清水至亮、無断転載お断りします。 20



Ⅲ．地域金融機関との連携（２）～連絡会の開催方法～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。 21

連絡会メンバーとは、毎月一回必ず直接顔を合わせている

＜全体会： ２月、５月、８月、１１月＞

・３カ月毎に、すべての連絡会メンバーが集結

・センターからの示達や事例発表を中心とする会と、情報や意
見交換が中心の会を交互に開催

＜地区別開催： ３月、６月、９月、１２月＞

・東部、中西部の２会場で開催

・情報交換を中心に、実施施策に関する要望聴取・討議を実施

＜個別訪問： １月、４月、７月、１０月＞

・センター職員が手分けして全連絡会メンバーを訪問

・個別の案件相談や対応中案件に関する打ち合わせが中心



Ⅲ．地域金融機関との連携（３）～地域金融機関のメリット～

１．ビジネスチャンス ⇒     ○ 新規資金需要の発掘

○ 金融資産の把握と資産運用

○ 各種手数料収入の獲得

２．取引先との関係強化⇒   ○ 重要取引先の経営課題解決支援

○ 他金融機関からの攻勢排除

３．融資先の債権管理 ⇒  ○ 与信リスク管理（中小企業にとって経
営者不在は最大のリスク）

○ 債務者区分の改善

○ 貸倒引当金の戻し入れ

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
22

しかし、支援しなかったら‥‥



Ⅲ．地域金融機関との連携（４）～登録民間支援機関の増加～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
23

＜ 登録民間支援機関としての認定 ＞

Ｍ＆Ａ業務のスキル・経験の取得に伴い、条件の整った静岡県
内金融機関を、登録民間支援機関として順次認定

2012年
（当初）

2機関
静銀経営コンサルティング㈱
浜松信用金庫

2014年 4機関
静清信用金庫、三島信用金庫
焼津信用金庫、清水銀行

2015年 4機関
島田信用金庫、沼津信用金庫
磐田信用金庫、遠州信用金庫

2016年 2機関 富士信用金庫、静岡信用金庫

2020年 1機関 静岡銀行

2021年 1機関 富士宮信用金庫

※ 現 在 12機関 （３地銀等、９信用金庫）

2014年5月

沼津信用金庫にて
出張相談会開始

2017年4月

静岡信用金庫にて
出張相談会開始

2016年7月

島田市産業支援セ
ンターにて出張相
談会開始

※信用金庫の合併に伴い2機関減少



Ⅳ．従業員承継の事例（１）～地域の老舗洋菓子店の承継～

➢ 1979年に藤枝市内で開業し、地元の常連客で賑わっていたケーキ店「ミラベル」

には後継者がなく、創業者は一時廃業も考えていた

作成：清水至亮、無断転載お断りします。

40年続く地元老舗ケーキ店を運営する会社の株式を、従業員

であるパティシエが譲受し、事業引継ぎを実現 (2019年7月)

24

➢ このような状況のなか、東京の有名店で修行を積んでいたパティシエが、当店を

引き継ぐことを条件に２年前に入社

➢ 双方から相談を受けた商工会議所では、

引継ぎ支援センターや日本政策金融公庫、

顧問税理士と連携し、代表者の交代や株

式譲渡、資金調達などの各種支援を実施

➢ 創業者は第一線を退いたが、焼き菓子工

房を新設してクッキー等を当店に納めるな

ど、退任後の体力に見合った仕事に注力



Ⅳ．従業員承継の事例（２）～支援関係図～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
25

藤枝商工会議所、顧問税理士、日本政策金融公庫、事業引継ぎ
支援センター、プッシュ型高度化事業の連携により承継が完了

相 談

顧問税理士
(経営税務全般)

引継ぎ支援センター
藤枝商工会議所

(相談)

支 援

日本政策金融公庫
(資金)

プッシュ型
ブロックCo

（個別相談会）

創業経営者 後継者（従業員）



Ⅴ．第三者承継の事例（１）～生活道路沿いの靴屋の承継～

➢ 1986年に創業し、約4,000名の顧客を有する個人営業の靴小売店を、オーダー

メイド・インソール事業での起業を目指していた個人起業家が、後継者人材バン

クを活用して事業譲受

作成：清水至亮、無断転載お断りします。

函南町中心部にある靴小売店を、隣接する伊豆の国市市在住

の個人起業家が譲受し、事業引継ぎを実現 (2019年4月)

26

➢ 函南町中心部にある小売店舗および顧客リ

ストを引き継ぎ、実店舗でのインソール製作

販売や靴修理・クリーニングなどを含めた

「靴のトータルサービス」を展開している

➢ 靴小売店の元オーナー夫妻は60歳手前と

若かったため、そのまま勤務を継続



函南町sci

経営指導員
三島cci

経営指導員

地元靴店の
経営者

創業を目指す
起業家

プッシュ型ブロックCo

（個別相談会）
引継ぎ支援センターSM

（後継者人材バンク）

支援機関
金融機関 弁護士 公認会計士

Ⅴ．第三者承継の事例（２）～支援関係図～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
27

静岡県内の商工会や商工会議所、金融機関、士業専門家など、
多くの支援機関による連携支援が実を結び、承継が完了

支 援

相 談

依 頼

創業応援塾

創業資金 契約書指導 経営計画

相談・連携



Ⅵ．後継者人材バンクの活用事例（１）～起業家が雑貨店を承継～

➢ 2004年に地元企業が多角化の一環でガラス工芸雑貨店「ルーベラ」を浜名湖

パルパル内で開業したが、本業への集中を目的に事業譲渡を希望

作成：清水至亮、無断転載お断りします。

地元観光施設内のガラス工芸・雑貨販売店を、Ｕターン志望

の個人起業家が譲受し、事業引継ぎを実現 (2019年10月)

28

➢ 東京のマーケティング会社などで活躍していた起

業家が地元活性化への貢献を目的に、Ｕターン

による起業を目指して後継者人材バンクへ登録

➢ 双方のニーズが合致したため、地元金融機関や

商工会議所の支援も受け、解決が必要な課題を

克服して店舗の経営を引き継いだ

➢ 起業家は従来の地元伝統工芸品の販売や体験

工房の運営を継続すると同時に、今後はさらに品

揃えや営業活動を強化していく方針



Ⅵ．後継者人材バンクの活用事例（２）～支援関係図～

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
29

地元の商工会議所や金融機関、事業引継ぎ支援センターの連携
により承継が完了

地元商工会議所

事業引継ぎ支援センター

地元企業経営者 起業家（Ｕターン希望）

後継者
バンク

登録支援

支 援 地元金融機関

連 携

相 談 相 談

支援要請支援要請

経営指導融 資



事業承継の要諦は「不易流行」をいかに体現していくか

地域における事業承継支援体制の要諦は「近所付き合い」

静岡県事業承継・引継ぎ支援センター

統括責任者 清水 至亮

Ｅ-mail：y-shimizu@shizuoka-cci.or.jp

TEL：054－275－1881 FAX：054－253－5508

作成：清水至亮、無断転載お断りします。
30
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